
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水道事業経営戦略改定業務 改定版 
（総務省様式） 

 
 
  



令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

　表流水　　石狩川水系忠別川（ダム放流） 1,790 m
3
/日

　地下水　　中央地区深井戸　２井 170 m
3
/日

　　　　　　　 東聖地区深井戸　６井 1,130 m
3
/日

取水量　計 3,090 m
3
/日

％

③ 料　金

＜料金表＞ 用　途

５m3まで 849 円 －

10m3まで 1,383 円 147 円/m3

家事用以外 10m3まで 1,383 円 147 円/m3

臨時用 10m3まで 5,332 円 314 円/m3

※前身の簡易水道事業は
昭和59年4月供用開始

平 成 5 年 4 月 1 日

基本料金
超過料金

（1m3につき）
備　　　　　考

家事用
1か月20m3当り家事用料金

　＝基本料金1,383円＋超過料金147円×超過水量10m3

　＝2,853円

現 在 給 水 人 口 6,690法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分 全部適用

㎥／日

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない）

（消費税込）

東神楽町水道事業経営戦略

事業の現況

48.20
導水管　5.27
送水管　4.91
配水管 38.02 千ｍ

施 設 数

策 定 日 ：

年度

水　　　　　　　　　　　　　源

浄水場設置数

配水池設置数

1

2

供 用 開 始 年 月 日 計 画 給 水 人 口 8,600

平成20年7月1日

（上水道事業供用開始）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

東神楽町

東神楽町水道事業

計 画 期 間 ：

　水道事業としての料金は、平成５年に「東神楽町専用水道給水条例（平成５年条例第３号）」の
制定に伴い算定されたものである。
　水道事業に先行して運営されていた団地の専用水道の水道料金は基本水量10㎥当り1,300
円、超過料金を1㎥当り140円として算定しており、当時は宅地造成に伴う水道事業のため家事用
のみの料金体系としていた。
　当時の算定にあたっては、特別会計としての収支に基づき平成５年から平成14年までの経営計
画を策定し、平成14年度までの収支が0円になるよう算定されている。
　その後、消費税法等の改正により消費税等相当額を上乗せし、現在は「東神楽町水道事業給
水条例（平成20年条例第15号）」により設定している。
　現在の水道料金は、一般用と臨時用の2種類の用途を設定している。
　一般用は、基本料金と使用水量によって決まる従量料金の合計額である。料金は、毎月１回検
針するメーターに表示された使用水量に基づき算定する。

施 設 利 用 率 53.6

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 3,000

～

管 路 延 長

0.900

別添１－２
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④ 組　織

（単位：人）

事務職 技術職 延年齢 平均年齢 延年数 平均年数

管理者 (1) (1)

課長 (1) (1)

課長補佐 (1) (1)

主査 1 1 371 53.0 72 10.3

(1) (2) (0) (3)
1 1 2

会計年度任用職員 5

　（注）　管理者については非設置、課長及び課長補佐は兼務 ※年齢構成及び経験年数は兼務職員除く。

（２）

　東神楽町水道事業におけるこれまでの主な経営健全化に係る取組を以下に示す。

①　民間活用

②　施設の統廃合

③　広域化

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

特別職
一般職

合計
年齢構成 経験年数

　令和6年4月1日現在の組織体制を以下に示す。

これまでの主な経営健全化の取組

別紙、経営比較分析表のとおり。

　　　　　　区分
　職名

・忠別川取水堰、忠別川浄水場
　忠別ダム開発当初は、町内に取水施設、浄水場及び配水池を建設する予定であっ
たが、旭川市の既設施設を使用した共同処理を実施することで、建設費及び運転管
理費の低減に取り組んでいる。

・深井戸
　上記共同処理の導入に伴い、団地開発で整備してきた多数の深井戸の内、水量、

水質及び維持管理面で課題のある深井戸を休廃止して1,300m
3
/日に集約し、運転管

理費の低減に取り組んでいる。

・中央配水池（配水ポンプ場）
　上記共同処理の導入に伴い、団地開発で整備してきた多数の配水池（配水ポンプ
場）の内、小規模な施設を休廃止して中央配水池に集約し、建設費及び運転管理費
の低減に取り組む予定である。
　現在は、中央配水池を整備中である。

・事業統合、経営の一体化、管理の一体化、施設の共同化
　忠別ダム完成時に、また、水道事業認可権者である北海道から旭川市水道事業の
一部として旭川市により運営することを提案され、北海道、旭川市及び東神楽町による
協議を行った。
　結果として、上記共同処理を導入した上で、東神楽町単独の事業として運営すること
とした。

・将来の広域化に向けた勉強会の設置や人事交流等
　北海道が主催する「水道事業に係る地域別会議」等を利用して情報収集に努めてい
る。

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

合計

地下水取水施設、配水池点検管理の民間委託を実施している。

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体的な方策として
は、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。
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　１．経営の健全性・効率性

　２．老朽化の状況

　類似団体平均の有形固定資産減価償却率※は、51.38%である。
　東神楽町水道事業の有形固定資産減価償却率は56.85%であり、類似団体と同程度で減価償
却が進んでいる。水道事業資産として譲渡を受けた団地ごとの専用水道施設の老朽化が進行し
ている状況にある。

　類似団体平均の管路経年化率※は、21.60%で上昇傾向にある。
　東神楽町水道事業には法定耐用年数を経過した管路はまだないため、管路経年化率は0%で
ある。水道事業資産として譲渡を受けた団地ごとの専用水道施設の多くが平成に入ってから整備
されているためである。

　類似団体平均の管路更新率※は、0.56%で横ばい状態にある。
　東神楽町水道事業には法定耐用年数を経過した管路はまだないため、管路更新率は0%であ
る。水道事業資産として譲渡を受けた団地ごとの専用水道施設の多くが平成に入ってから整備さ
れているためである。

　①　経常収支比率

　②　累積欠損金比率

　③　流動比率

　⑥　給水原価

　⑦　施設利用率

　⑧　有収率

　①　有形固定資産
　　　　減価償却率

　②　管路経年化率

　③　管路更新率

　④　企業債残高対
　　　給水収益比率

　北海道内で東神楽町と類似する規模（現在給水人口：5千人以上1万人未満）の水道事業として、上川管内では鷹栖
町、当麻町、美瑛町、上富良野町が該当する。特に、鷹栖町は東神楽町と同様に旭川市（ただし石狩川浄水場系）と共同
取水・浄水処理をしている。

　類似団体平均の経常収支比率※は、106.46%である。
　東神楽町水道事業の経常収支比率は令和2年度以降100%を下回っている状況にある。令和元
年度は100%を上回っているが、一般会計補助金が多かったためである。
　料金収入のみでは経常支出を賄えない状況であり、近年は一般会計補助金が減少したため、
経常収支比率が100%を下回っている。

　類似団体平均の累積欠損金比率※は、27.85%である。
　東神楽町水道事業の累積欠損金比率は0%であり、良好である。
　上川管内の類似団体4町についても、累積欠損金比率0%である。

　類似団体平均の流動比率※は、311.12%である。
　東神楽町水道事業の流動比率は過去5年減少傾向にあり、令和2年度以降は100%を下回って
いる状況にある。1年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等がない状況を示し
ている。参考として、上川管内の美瑛町や上富良野町は流動比率1,000%前後である。

　類似団体平均の企業債残高対給水収益比率※は、515.14%である。
　東神楽町水道事業は平成20年度から事業に着手したところであり、水道施設整備を続けている
ため企業債の償還が進んでいないことが原因となっている。過去5年企業債残高は減少してお
り、指標値の改善している。

　類似団体平均の料金回収率※は84.16%であり、100%を下回っている。
　東神楽町水道事業の料金回収率は100%を大きく下回っており、62.55%である。
　供給単価の基となる給水収益は73,504千円であり、経常収益151,942千円の48.4%である。
　一方、一般会計負担金は5,467千円、一般会計補助金は21,350千円であり、合計26,817千円
は経常収益の17.6%を占めている。
　これら26,817千円の繰入金のうち、総務省の繰入基準に基づく繰入金は4,988千円であり、適
正な料金収入の確保が必要な状況にある。
　また、共同処理をしている旭川市及び上川管内の類似団体（鷹栖町、当麻町、美瑛町及び上

富良野町の料金は、次のようになっている。東神楽町の1か月20m
3
当り家庭用料金は最も安価な

2,853円であり、他団体と比較して給水原価を大きく下回っている。

　類似団体平均の給水原価※は、230.21円である。
　東神楽町水道事業の給水原価は214.11円であり、類似団体平均と同水準である。
　給水原価の基となる経常費用は168,094千円であり、支払利息が7,666千円、減価償却費が
65,512千円であり、合計73,178千円は経常費用の43.5%を占めている。

　類似団体平均の施設利用率※は、49.76%である。
　東神楽町水道事業の施設利用率は53%前後であり、標準的である。

　類似団体平均の有収率※は、76.64%である。
　東神楽町水道事業の有収率は95%前後であり、非常に良好である。

　⑤　料金回収率

2,853
3,498

4,840 4,590 4,591 4,5924,282

3,351

4,804

6,559

4,542

3,082

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

東神楽町 旭川市

共同処理

鷹栖町 当麻町 美瑛町 上富良野町

料
金

、
給

水
原

価
（円

）

1が月20m3当たり料金（口径13mm） 給水原価×20m3

3



２．将来の事業環境

（１）

（２）

給水人口の予測

①水需要の推計手順
　給水人口の推計は右図の手順で行った。
　東神楽町水道事業では使用水量を用途別に分類しており、
それぞれ予測する方法とした。

②水需要の推計結果
　令和16年度までの水需要の推計結果を以下に示す。
　水需要を構成する各用途別水量については、
　　家庭用：給水人口の減少傾向に対し、家庭用原単位（
　　　　　　　1人1日平均家庭用水量）が増加傾向のため、
　　　　　　　家庭用水量としては概ね現状維持の見込み
　　業務営業用：過去10年間のトレンドから現状維持
　　工場用：過去10年間実績ゼロ
　　その他用：過去10年間実績ゼロ
となり、料金収入の基となる有収水量は概ね現状維持と推計した。

水需要の予測

①給水人口の推計手順
　給水人口の推計は右図の手順で行った。
　なお、行政区域内人口の将来推計は、東神楽町人口ビジョン（令和６年改訂版）の
「東神楽町独自仮定推計①」を採用する。

②給水人口の推計結果
　令和16年度までの給水人口の推計結果を以下に示す。
　行政区域内人口の減少傾向に伴い、給水人口も減少する結果となった。

給水量の推計

②給水区域外
人 口

①行政区域内
人 口

③給水区域内
人 口

⑥ 家 庭 用
原 単 位

⑦ 家 庭 用
水 量

⑧ 業務 営業
用 水 量

⑪ 一 日 平 均
有 収 水 量

⑫
有 効 率

⑭
有 収 率

⑬有 効
無収率

⑮
負 荷 率

⑯ 一 日 平 均
給 水 量

⑰ 一 日 最 大
給 水 量

給水人口の推計

START

END

⑨ 工 場 用
水 量

⑤ 給 水 人 口

④給水普及率
⑩ そ の 他 用
水 量

給 水 普 及 率

給 水 区 域 外
人 口

行 政 区 域 内
人 口

給 水 区 域 内
人 口

給 水 人 口

10,253 10,350 10,375 10,334 10,257 10,186 10,140 10,048 9,927 9,770 9,770 9,769 9,697 9,625 9,553 9,481 9,409 9,334 9,259 9,184 9,1098,776 8,898 8,916 8,884 8,806 8,772 8,784 8,737 8,653 8,534 8,549 8,567 8,524 8,480 8,435 8,391 8,346 8,298 8,250 8,201 8,153

6,481 6,752 6,816 6,851 6,815 6,828 6,851 6,825 6,787 6,690 6,745 6,776 6,751 6,733 6,706 6,679 6,660 6,630 6,600 6,569 6,539
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（３）

（４）

料金収入の見通し

①料金収入の算出方法
　将来の料金収入は次式で算出する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　料金収入推計値（円）＝年間有収水量推計値（m
3
）×供給単価（円/m

3
）

　供給単価については、過去10年間（H25～R5）の平均単価133.24円/m
3
で一定とする（料金改定しない場合）。

②料金収入の推計結果
　水需要の予測結果より今後も有収水量の維持が見込まれるため、現在の約73百万円の料金収入は維持可能である。

　水道事業は一般会計とは異なり、公営企業会計により収益と資本に分けて管理しなくてはならないことから、現在1名を計
上している事務系職員を削減することはできない。
　また、少なくとも中央配水池竣工までは水道施設の整備事業が続くことから、現在1名を計上している技術系職員を削減す
ることもできない。
　このため会計年度任用職員（現在5名）を活用しながら、組織体制を維持する予定である。

組織の見通し
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３．経営の基本方針

　現行の経営戦略で掲げた下記の基本方針を踏襲する。

東聖地区から中央地区への送水管路、ポンプ設備の整備 施設整備の効率化

中央配水池の増設 運転管理費の効率化

中央地区内の配水管路の整備 料金回収率の向上（料金改定）

総務省繰出基準外の繰入金の縮小

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

・投資以外の経費（委託料、修繕費、動力費、人件費など）は令和6年度予算をベースとし、昨今の物価上昇等考慮したもの
とする。
・料金収入だけでは賄えない財源を企業債の発行により対応する。
令和6年度以降の企業債借入額については、償還年数30年（据置期間1年）、利率2.0%の元利均等方式で計算する。

　2024（令和6）年度以降は収益的支出の増加に伴い、経常損益の減少が見込まれる。財政収支の均衡を図るため、具体的
に下記の取組を実施する。
・料金回収率の向上（料金改定）
　現在の赤字経営を改善するためには、水道料金を見直し給水収益の増加を見込むことが必要である。
　令和7年度以降、水道料金の見直しについて検討する。
・繰入金の縮小
　現在、総務省の繰出基準外の繰入を必要としているが、中長期的に一般会計繰入金の圧縮を目指す。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標

目 標

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

「安全でおいしい水」の供給拡大

②　収支計画のうち財源についての説明

計画期間である令和16年度までの10年間の投資内容は次のとおりである。
・中央配水池増設工事（令和6～8年度）
　令和6年度に着手した総額約16億円（税込）の整備事業。配水池の増設により、平成20年度以降進めてきた事業が概成
し、水道水の安定供給と耐震化を実現する。
・配水管更新工事
　上水道供用開始前から水道水を供給していた老朽管を中心に、毎年度500mを目標に計画的に更新、耐震化を進める。
・量水器取替工事
　量水器（水道メーター）は8年に1回の取替が必要なため、1年あたり約300個（平均）の取替工事を行う。

「安全でおいしい水」の供給拡大 投資・財政計画の健全化

　・東聖地区から中央地区への送水管路、ポンプ設備の整備
　・中央配水池の増設
　・中央地区内の配水管路の整備

投資・財政計画の健全化

　・施設整備の効率化
　・運転管理費の効率化
　・料金回収率の向上（料金改定）
　・総務省繰出基準外の繰入金の縮小
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

企 業 債

繰 入 金

　目標の達成と事業の計画的・効率的な実行のためには、ＰＤＣＡサイクルに基づく適切な進捗管
理（フォローアップ）が必要となる。
　本町においては、毎年度進捗管理（モニタリング）を行うと伴に、投資・財政計画に変更が起きた場
合は、適時事後検証及び更新を行う。
　そして令和4年の総務省通知「「経営戦略」の改定推進について」を鑑み、策定した経営戦略に
沿った取組等の状況を踏まえつつ、PDCAサイクルを通じて質を高めていくため、3年から5年内の見
直しを行うことが重要である。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

当該事業は、事業に着手した10年前に既設専用水道の「施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジン
グ）」、「施設・設備の合理化（スペックダウン）」、旭川市忠別川浄水場との共同処理による「広域化」
的事業を採用している。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

（上記ダウンサイジングに同じ。）

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組
既設専用水道の配水池であった東聖配水池を継続使用していること、道々拡幅工事を利用して東
聖地区から中央地区への送水管整備を行うことで事業費の圧縮に勤めている。

料金収入だけでは賄えない財源を企業債の発行により対応する。
なお、将来の財政負担を考慮し、経営指標「企業債残高対給水収益比率」を現況程度に抑制する
よう努める。

現在、総務省の繰出基準外の繰入を必要としているが、中長期的に一般会計繰入金の圧縮を目指
す。

北海道が現在進めている水道事業広域連携に示す地域別会議などを活用して、周辺事業体との
「多様な運営形態の推進」「課題に対する意見交換」を通じて検討を進めていく。

広 域 化

現在の赤字経営を改善するためには、水道料金を見直し給水収益の増加を見込むことが必要で
ある。令和7年度以降、忠別川浄水場で共同処理を行っている旭川市他の近隣水道事業の状況を
把握した上、水道料金体系、料金改定率、実施時期等の基本方針を決定する。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

中央地区の既設専用水道の井戸を継続使用する予定である。

そ の 他 の 取 組 情報収集に努め、適宜取組みに努める。

中央配水池整備後については大きな事業がなく、PPP/PFI等の導入の予定はない。

水道施設を整備している段階であり、大規模な老朽化には直面していない。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。
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経営比較分析表（令和5年度決算）
北海道　東神楽町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例

法適用 水道事業 末端給水事業 A8 非設置 9,862 68.50 143.97 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

　町の給水区域（ひじり野地区と市街地地区）の
うち水道施設の整備が未了の市街地地区につい
て、計画的に整備を進めることにより給水人口の
増加に努めてまいります。
　また、料金水準が低いため一般会計からの繰入
金に依存していることから料金の見直しを図ると
ともに、経営戦略に基づき、投資の効率化や維持
管理費の削減など経営改善に努めてまいります。

1,096.72 【】 令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 61.28 68.47 2,853 6,690

全体総括

6.10

　給水収益や一般会計繰入金等の収益で、維持管
理費や支払利息等を賄えておらず、繰出基準に定
める事由以外の繰入金によって収入不足を補填し
ている状況にある。
　水処理委託料の増加による給水原価の上昇や料
金水準が低いことから、今後は適切な料金収入を
確保し経営の健全化を図るため、料金改定を検討
し、経営の改善に努めてまいります。

2. 老朽化の状況について

　本町の水道事業は、昭和60年開始の専用水道事
業の施設の引き継ぎや開発者からの受贈により整
備がされているので比較的新しい施設が多いが、
今後懸念される地下水の水質悪化や水量低下に対
応するため、市街地地区の中央配水池を増設し既
存の専用水道施設の休廃止を実施する。

2. 老朽化の状況

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.47 0.40 0.36 0.57 0.56

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 110.30 85.71 85.53 84.83 90.39

平均値 104.35 105.34 105.77 104.82 106.46

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 47.15 50.16 52.73 54.78 56.85

平均値 47.31 47.50 48.41 50.02 51.38

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 16.77 17.40 18.64 19.51 21.60

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 21.69 24.04 28.03 26.73 27.85

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 106.58 82.86 73.67 53.92 59.82

平均値 301.04 305.08 305.34 310.01 311.12

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 1,020.39 927.61 862.19 828.29 805.28

平均値 551.62 585.59 561.34 538.33 515.14

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 54.98 57.67 62.53 55.93 62.55

平均値 87.11 82.78 84.82 82.29 84.16

195.00

200.00

205.00

210.00

215.00

220.00

225.00

230.00

235.00

240.00

245.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 242.06 230.66 212.85 238.48 214.11

平均値 223.98 225.09 224.82 230.85 230.21

47.00

48.00

49.00

50.00

51.00

52.00

53.00

54.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 51.50 52.14 53.39 52.44 53.60

平均値 49.64 49.38 50.09 50.10 49.76

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 96.09 98.05 95.75 94.78 93.26

平均値 78.09 78.01 77.60 77.30 76.64

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【108.24】 【1.50】 【243.36】 【265.93】

【89.42】【59.81】【177.56】【97.82】

【52.02】 【25.37】 【0.62】
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円（税抜），％）
年　　　　　　度 R1(決算） R2(決算） R3(決算） R4(決算） R5(決算） R6(予算） R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　　分 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度
１． (A) 81,694 79,295 80,146 79,050 79,799 77,546 79,116 227,933 229,274 229,244 229,829 230,558 231,614 231,434 231,725 232,163
(1) 72,313 74,461 74,497 72,587 73,504 72,667 74,116 222,933 224,274 224,244 224,829 225,558 226,614 226,434 226,725 227,163
(2) (B)
(3) 9,381 4,834 5,649 6,463 6,295 4,879 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

２． 101,433 60,953 61,069 70,029 72,143 81,061 60,350 58,682 102,526 97,600 93,827 91,280 86,621 73,453 70,849 66,594
(1) 65,531 26,250 14,547 23,865 21,350 28,806 3,245 2,833 2,438 2,063 1,720 1,397 1,097 846 703 584

65,531 26,250 14,547 23,865 21,350 28,806 3,245 2,833 2,438 2,063 1,720 1,397 1,097 846 703 584

(2) 34,501 34,499 45,967 45,960 50,576 52,246 57,096 55,840 100,079 95,528 92,098 89,874 85,515 72,598 70,137 66,001
(3) 1,401 204 555 204 217 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

(C) 183,127 140,248 141,215 149,079 151,942 158,607 139,466 286,615 331,800 326,844 323,656 321,838 318,235 304,887 302,574 298,757
１． 150,733 152,601 155,326 165,831 159,072 171,310 174,015 177,831 239,767 243,196 235,770 236,520 238,980 236,748 235,916 230,376
(1) 15,127 19,907 19,674 19,719 20,072 21,327 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000

8,606 8,735 8,897 9,156 9,119 8,380 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

6,521 11,172 10,777 10,563 10,953 12,947 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000 13,000
(2) 66,053 61,170 65,497 77,439 73,488 82,581 83,671 84,775 85,894 87,027 88,176 89,339 90,518 91,712 92,923 94,150

10,018 9,289 10,442 11,919 10,705 14,995 15,193 15,394 15,597 15,803 16,012 16,223 16,437 16,654 16,874 17,097
2,645 2,079 5,519 3,959 5,992 6,300 6,383 6,467 6,552 6,638 6,726 6,815 6,905 6,996 7,088 7,182

9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9
53,390 49,802 49,536 61,561 56,791 61,277 62,086 62,905 63,736 64,577 65,429 66,292 67,167 68,053 68,952 69,862

(3) 69,553 71,524 70,155 68,673 65,512 67,402 69,344 72,056 132,873 135,169 126,594 126,181 127,462 124,036 121,993 115,226
２． 15,289 11,023 9,773 9,911 9,022 7,632 9,309 23,767 30,230 28,962 27,603 26,273 24,974 23,758 22,746 21,766
(1) 11,023 10,097 9,190 8,357 7,666 7,632 9,309 23,767 30,230 28,962 27,603 26,273 24,974 23,758 22,746 21,766
(2) 4,266 926 583 1,554 1,356

(D) 166,022 163,624 165,099 175,742 168,094 178,942 183,324 201,598 269,997 272,158 263,373 262,793 263,954 260,506 258,662 252,142
(E) 17,105 △ 23,376 △ 23,884 △ 26,663 △ 16,152 △ 20,335 △ 43,858 85,017 61,803 54,686 60,283 59,045 54,281 44,381 43,912 46,615
(F) 3,523
(G)
(H) 3,523

17,105 △ 23,376 △ 23,884 △ 23,140 △ 16,152 △ 20,335 △ 43,858 85,017 61,803 54,686 60,283 59,045 54,281 44,381 43,912 46,615
(I)
(J) 78,459 63,490 56,337 41,853 46,748 57,659 74,033 174,297 170,809 161,134 152,433 144,744 139,578 143,390 147,617 152,228

6,665 9,050 6,569 6,632 7,107 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000
(K) 73,617 76,626 76,475 77,622 78,154 80,112 77,668 76,920 68,713 66,325 64,077 59,385 39,183 36,801 34,693 32,827

55,866 59,599 59,979 61,313 59,574 61,669 59,225 58,477 50,270 47,882 45,634 40,942 20,740 18,358 16,250 14,384

16,341 15,656 15,125 14,891 17,137 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 81,694 79,295 80,146 79,050 79,799 77,546 79,116 227,933 229,274 229,244 229,829 230,558 231,614 231,434 231,725 232,163

(N)

(O)

(P) 81,694 79,295 80,146 79,050 79,799 77,546 79,116 227,933 229,274 229,244 229,829 230,558 231,614 231,434 231,725 232,163

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

う ち 一 時 借 入 金

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分

修 繕 費
材 料 費

経 常 損 益 (C)-(D)

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出 支 払 利 息
そ の 他

支 出 計

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
都 道 府 県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
営 業 費 用

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円（税込））
年　　　　　度 R1(決算） R2(決算） R3(決算） R4(決算） R5(決算） R6(予算） R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　分 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度
１． 20,000 8,700 11,200 18,900 52,000 141,000 765,000 371,000

２．

３． 41,006 69,598 69,979 85,312 69,573 30,835 29,613 29,239 25,135 23,941 22,817 20,471 10,370 9,179 8,125

４． 16,806

５．

６． 6,691 2,928 3,734 6,325 17,349 47,000 242,000 111,000

７．

８．

９．

(A) 43,497 52,634 84,532 95,204 154,661 257,573 1,037,835 511,613 29,239 25,135 23,941 22,817 20,471 10,370 9,179 8,125

(B)

(C) 43,497 52,634 84,532 95,204 154,661 257,573 1,037,835 511,613 29,239 25,135 23,941 22,817 20,471 10,370 9,179 8,125

１． 50,726 24,728 34,100 54,681 94,875 200,100 1,021,000 494,700 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

２． 54,586 55,866 59,599 59,979 61,313 59,574 61,669 62,855 81,869 83,682 81,966 80,403 76,410 56,922 55,265 53,899

３．

４．

５．

(D) 105,312 80,594 93,699 114,660 156,188 259,674 1,082,669 557,555 131,869 133,682 131,966 130,403 126,410 106,922 105,265 103,899

(E) 61,815 27,960 9,167 19,456 1,527 2,101 44,834 45,942 102,630 108,547 108,025 107,586 105,939 96,552 96,086 95,774

１． 61,815 24,887 6,522 16,812 △ 16,090 △ 47,984 969 98,085 104,002 103,480 103,041 101,394 92,007 91,541 91,229

２．

３．

４． 3,073 2,645 2,644 1,527 18,191 92,818 44,973 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545 4,545

(F) 61,815 27,960 9,167 19,456 1,527 2,101 44,834 45,942 102,630 108,547 108,025 107,586 105,939 96,552 96,086 95,774

(G)

(H) 737,873 690,707 642,308 601,229 591,916 673,342 1,376,673 1,684,818 1,602,949 1,519,267 1,437,301 1,356,898 1,280,488 1,223,566 1,168,301 1,114,402

○他会計繰入金

年　　　　　度 R1(決算） R2(決算） R3(決算） R4(決算） R5(決算） R6(予算） R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

区　　　　　分 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度 2034年度

74,525 30,895 19,973 29,719 26,817 33,685 8,245 7,833 7,438 7,063 6,720 6,397 6,097 5,846 5,703 5,584

711 6,127 5,668 5,267 4,988 4,879 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

73,814 24,768 14,305 24,452 21,829 28,806 3,245 2,833 2,438 2,063 1,720 1,397 1,097 846 703 584

16,806 41,006 69,598 69,979 85,312 69,573 30,835 29,613 29,239 25,135 23,941 22,817 20,471 10,370 9,179 8,125

28,360 30,235 30,433 31,106 29,787 30,835 29,613 29,239 25,135 23,941 22,817 20,471 10,370 9,179 8,125

16,806 12,646 39,363 39,546 54,206 39,786

91,331 71,901 89,571 99,698 112,129 103,258 39,080 37,446 36,677 32,198 30,661 29,214 26,568 16,216 14,882 13,709

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

う ち 基 準 内 繰 入 金

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)
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